

□　パブリックコメント手続きの問題点と見直しについて





３．大阪府パブリックコメント手続き実施要綱の対象


　行政手続き法で定める「規則」「審査基準、処分基準、行政指導指針」に加え、「基本的な施策に関する計画、指針」及び「条例」を対象としている





（主な原因）


（１）対象外の記載が漠然としており、除外対象の拡大解釈を生んでいる。


　　例）　「庁舎移転構想（案）」は「特定地域を対象」「個別の事業実施計画」として対象から除外


（２）担当課にとって使い勝手が悪い面がある（「意見募集期間が一律30日以上」となっていることや「意見ごとに府の考え方を示すことを求めている」ことなど）


（３）要綱の対象であるか否かは、最終的に、担当課の判断としている。











（１）要綱の対象を厳格に定める
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４．現状の問題点




















　　　　　











（２）担当課の負担を軽減する





１．行政手続き法での「意見公募手続き」の対象


○　内閣又は行政機関が定める命令等が対象（38条）


命令等は次の（１）（２）と定義（2条8項）


（１）法律に基づく命令又は規則


（２）審査基準、処分基準、行政指導指針


（地方公共団体の扱い）


○　地方公共団体の機関がする処分及び行政指導、地方公共団体の機関に対する届出並びに地方公共団体の機関が命令等を定める行為は次章から第6章までの規定は適用しない（3条3項）　（※　第6章が「意見公募手続等」の規定）


○　地方公共団体は、第3条第3項において第2章から前章までの規定を適用しないこととされた処分、行政指導および届出並びに命令等を定める行為に関する手続について、この法律の規定の趣旨にのっとり、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない（46条）








（パブコメが行われていない例）


○府政運営の基本方針案など戦略本部会議の審議事項　














○意見募集期間を弾力的に短縮できる規定に改める











（要綱に則らない「意見募集」で行っている例）


○庁舎移転構想（案）


　○関西3空港に関する提言


　○都市魅力創造戦略（案）





○「基本的な施策に関する計画、指針等」については、原則すべて対象とし、対象外を限定する記述に改める。


【対象外】


○「行政機関の内部の方針」・・・行政機関内部にのみ適用されるもので、具体的には以下のようなもの


・組織、人事、服務に関するもの　（人事異動方針、綱紀保持指針など）


・内部事務手続き等に関するもの　（会計事務の手引き、マニュアルなど）








２．大阪府行政手続き条例


○「処分」「行政指導」「届出」に関する手続を定めている。


「意見公募手続」の定めはない。








（３）統一的運用を図る





（抜粋）


大阪府戦略本部会議設置要綱


第1条（設置）　限られた財源や人員等の経営資源の重点化を図り、将来の大阪を見据えて府政を戦略的に推進するため、大阪府戦略本部会議を設置する


第2条（所掌事項）会議の所掌事項は次の通り


（１）「府政運営の基本方針」に関すること　


（２）「部局長マニュフェスト」に関すること


（３）戦略課題（部局横断的な課題を含む。）への対応に関すること


（４）別に定める基準に基づき本部長が指定する事項の審議に関すること








（抜粋）


第3条　パブリックコメント手続きの対象は、次に掲げるものとする。但し、迅速性又は緊急性を要するもの及び軽易なもの等を除く


（１）基本的な施策に関する計画、指針等の策定及びこれらの重要な改定


（２）府政に関する基本方針を定めることを内容とする条例又は府民に義務を課し、若しくは権利を制限することを内容とする条例若しくは規則（処分の要件を定める告示を含む）の制定又は改廃に係る案の策定


（３）審査基準、処分基準又は行政指導指針（公にされるものに限る）の制定又は改廃に係る案の策定


【考え方】


☆　具体的な案件が、この要綱の対象であるか否かは、意思表示を行う行政機関がこの要綱の趣旨に基づいて判断し、又その判断の説明責任を負うこととします。


☆「府の基本的な施策に関する計画、指針等」とは、「総合計画」のほか各分野における将来の府の施策展開の基本方針や進むべき方向、その他の基本的な事項を定める計画等のことをいい、構想、計画、指針などの名称をといません。　なお、国の計画等との整合性を図るため策定に関して府の裁量の余地がないもの、特定地域を対象としたものや個別の事業実施計画、行政機関内部の方針などは除きます。








基本的な施策に関する計画、指針と考えられるものが、パブコメ要綱手続に則っていないケースがある　　　　　　　　　





○要綱の対象であるか否かの判断を制度所管課（府民課）が一元的に行う








